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 法律情報サービス企業における国際戦略提携の成功要因 

中村裕哲（愛知学院大学大学院） 

 

 

I 本研究の問題意識と目的 

世界の対外直接投資の残高総計は、1990 年の 2 兆ドルから 2004 年には 10 兆ドルへと

飛躍的に増加した1。その中で、製造業は、44.5％から 26.6％にシェアを落とし、サービ

ス業は 44.9%から 66.4%へと増大している2。 

このサービス業における対外直接投資の増大は、グローバル化の進展を示す。インター

ネットの出現以降、プロフェッショナル向け情報サービスのグローバル化も著しい。 

企業がグローバル化する際、「お互いに強いところを出し合い」、「勝つための提携」3が

必要なのは、製造業に限らない。サービス業における戦略提携も対象となるのは当然であ

る。 

本研究の問題意識は、「サービス産業と製造業の戦略提携にある差異と共通性は何だろ

うか」というところにある。そして、本論文の目的は、プロフェッショナル向け専門情報

サービス産業の日本への進出事例についての分析から、サービス産業と製造業の知識移転、

暗黙知の共通性と相違点の仮説を提示することである。 

従来まで、サービス業における研究、中でも専門サービス業や情報・教育サービス業な

どの知識集約型企業の国際展開に関する研究は、決して多くない4。 

本稿で試みる質的研究としてのケーススタディの有効性は、先行研究でも明らかにされ

ている5。ミンツバーグ（Mintzberg, H.）が、「戦略における重要な意思決定を長期にわた

って追跡することによって、組織における戦略変化の特徴とそれを規定する要因の発見に

関する意思決定を明らかにしようと試みる」6というように。それを証明すべく、本研究で

は、米国系法律情報サービス企業の日本進出を事例研究の対象とし、帰納法的にインプリ

ケーションを導き出したい。 
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II サービス産業 

 情報産業は、サービス産業の一つである。サービス産業に関する分類は複数存在す

る7。その分類のうち、クラーク（Clark et. al.,）8の分類では、国境を超えるモノに注

目する。インターネットによる情報サービスは、媒体ベース・サービスに含まれる。 

図表図表図表図表 1111    クラーククラーククラーククラークによるサービスの分類によるサービスの分類によるサービスの分類によるサービスの分類     

 分類  国境を超えるもの  例  
①  関係ベース・サービス  

Contact-based Services 
人  コンサルタントサービス、臨

時雇用  
②  媒体ベース・サービス  

Vehicle-based Services 
コミュニケーション  ラジオ放送、衛星利用の法律

データ  
③  資産ベース・サービス  

Asset-based Services 
オペレーティングの基盤  銀行  

④  モノベース・サービス  
Object-based Services 

サービスを含んだ有形のモ
ノ  

ソフトウェア、ビデオコンテ
ンツ  

出所：Clark et al.(1996)、趙(2009)を参考に作成  

また、ラブロックとイップ（Lovelock,C.H. and Yip,G.S.）9の研究によれば、サー

ビスをオペレーションの視点から検討し、サービスが産み出されるプロセスへの顧客

の参加程度により分類される。 

本研究の対象となるプロフェッショナル向け法律情報のデータベースは、情報を対

象にするサービスに含まれる。 

図表図表図表図表 2222        ラブロックとイップラブロックとイップラブロックとイップラブロックとイップによるによるによるによるサービスの分類サービスの分類サービスの分類サービスの分類     

 分類  顧客との近接立地  例  
①  人を対象にするサービス  

(People-processing services) 
必要  顧客運送、ヘルス・ケア、

フード・サービス  
②  モノを対象にするサービス  

(Possession-processing services) 
不要  運送、倉庫、自動車修理

など  
③  情報を対象にするサービス  

(Information-based services) 
不要  銀行、会計、コンサルタ

ント、教育、保険など  

出所：Lovelock and Yip(1996)、趙(2009)を参考に作成  

サービス業は、無形物が国境を越える。すなわち、生産と消費に不可分性がある10。

加えて、現地の法規制や言語、文化から受ける影響がより大きい点も、製造物と性質

を異にする。 
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III 戦略提携 

ビジネスの海外展開においては、自社による単独直接投資や、進出先企業の買収という

完全所有子会社の設立のほかに、戦略提携という選択肢がある。 

提携とは、独立企業間で協同事業が営まれる関係をいう11。 

国際戦略提携は、国境を越えた協同である。この提携は、1980 年代から製造業において

多くみられるようになった。その後、製造業が伸び悩む中、国内における戦略提携の研究

も一段落した感がある。しかし、サービス業のグローバル化の進展においても、戦略提携

は、海外進出のために重要な意思決定の一つである。 

サービス業のグローバル展開は、提供するサービス自体が進出先の政治・経済や文化に

大きく依存する。さらに言語の違いは、コンテンツの違いにもつながるため、従来の製造

業を対象とした研究とは、必ずしも一致しない12。 

したがって、海外からの単独の直接投資は、サービスの種類により、リスクとなる可能

性が高い。その場合、現地企業との戦略提携が有効だと考えられる。 

 

IV 戦略提携とは ―先行研究によるアプローチの整理― 

1 戦略提携の定義 

 グローバルな戦略提携とは、複数企業の「提携」により、グローバルな競争環境におけ

る競争優位をめざすものである。この場合の戦略提携は、市場取引と M&A13の中間に位置

する。出資を伴う合弁事業（JV=Joint Venture）もその一形態である14。 

2 戦略提携のアプローチ 

戦略提携のアプローチや視角は、製造業を中心に多岐にわたり研究されている15。各ア

プローチに有意な考察はあるものの、市場でのポジショニング以上に、資源ベースアプロ

ーチと組織学習アプローチが、日本における法律情報サービス事業のグローバル展開成功

の重要な要素になると考えられる。 
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組織学習アプローチは、継続的な学習プロセスを重視する。そして、それらの前提とし

て、資源ベースアプローチを捉えることができる。 

（1） 取引コストアプローチ 

 取引コストアプローチは、発生する取引コストを最小化するという視点でとらえる。つま

り、企業間の取引の効率化を重要とみなす。この取引コストアプローチは、コース（Coase, 

R. H.）16によって創始され、ウイリアムソン（Williamson, O. E.）17によって体系化され

た。 

 国際事業を展開する際、多国籍企業が戦略提携を行う場合の具体的な形態としては、フ

ランチャイズ、ライセンシング、合弁会社などが挙げられる。なぜ多国籍企業が完全子会

社を設立しないで、戦略提携を選択するのかという理由付けに、組織管理コストを削減す

る装置として提携のメリットが強調されてきた。 

（2） 組織学習アプローチ 

 組織学習アプローチでは、「提携は、企業間の「知識移転」と「組織学習」のプロセスと

解釈される。多国籍企業は環境の不確実性を減少させるために、他社との提携を通じて「結

合能力」を獲得しようとする18。さらに、「国際戦略提携は、企業がパートナーから新たな

知識や情報などを学習する「機会」を提供する」19。 

 こうした「機会」を生かし、進出先の企業との間で「学習する組織」をつくり、維持す

ることが、戦略提携の目的となる。この場合、獲得すべき能力がパートナー企業同士に存

在しなければ、提携は成立しない。 

インクペン（Inkpen, A. C.）は、アメリカ企業が、日本企業の「暗黙知」を「形式知」

化することで組織知識を獲得するプロセスを、図表 3 に例示している20。 

図表図表図表図表 3333    知識経営と知識のタイプ知識経営と知識のタイプ知識経営と知識のタイプ知識経営と知識のタイプ     

知識経営プロセス  知識タイプ  アメリカの親会社に有用な例  

技術共有  形式知  ・品質管理プロセス  
・プロダクトデザイン  
・計画システム  

合弁親会社の相互作用  形式知  
暗黙知  

・特定の人材の学び  
・日本の顧客の期待  
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人員の動き  暗黙知  ・継続するカイゼンの目的  
・顧客満足の約束  

親会社同士の連携とア
ライアンス戦略  

形式知  
暗黙知  

・市場の知見  
・将来ビジョン  
・パートナーの系列関連  

出所：Inkpen A.C.(1996),p.127 

      

（3） 資源ベースアプローチ 

 経営資源に基づく企業観に基づくアプローチである。 

バーニー（Barney, J.B.）21によれば、経営資源は、①財務資本、②物的資本、③人的資

本、④組織資本に分類される。 

これらは、企業のコントロール下にあって、当該企業の戦略実行を可能にする。 

①財務資本は、戦略の構想と実行のために企業が利用できる金銭資源である。 

②物的資本は、企業の物理的技術やその企業が有する工場や位置のことである。 

③人的資本は、人に依存する資源である。人材育成の訓練や、この社員の持つ経験や判

断、知識、人間関係などである。 

④組織資本は、企業の組織構造や、管理・調整など企業内の公式・非公式の知識やそれ

を支える仕組みのことである。 

 これら資源の単独、あるいは組み合わせで、企業の競争優位を目指すことになる。競争

優位の源泉は、「価値」であり、それを構成する要素は、「模倣困難性」「耐久性」「占有可

能性」「代替困難性」である。 

 企業は、自らこれらの資源を蓄積し運用できれば、持続的な競争優位を維持しやすいと

考えられる。しかしながら、多国籍企業は、進出先においてすべての資源を自前で準備す

ることはおよそ困難である。そのため、現地企業の資源の活用を目的に提携を検討する。 

 

図表図表図表図表 4444    戦略提携の主なアプローチ戦略提携の主なアプローチ戦略提携の主なアプローチ戦略提携の主なアプローチ     

 依拠するア
プローチ 

重要な要因 研究者 理論的パ
ースペク
ティブ 

①①①①  取引コスト 製造コストや取引コストを最小化す
る。 

Williamson, O. 
E.(1993)22 

経済学 
 

取引コストを削減するための装置と Kogut,B.(1988) 
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しての組織 
サンク・コストの最小化 Coase,R.H.(1937) 

取引コストアプローチは、提携後の
ダイナミックな変化を考慮に入れて
いない。 

溝江(2002)23 

②②②②  戦略的行動 
進化論 

競争相手に対して競争のポジション
を改善し、利益を最大化する。 

Kogut,B.(1988,1997) 戦略行動 
進化論 24 

③③③③  戦略経営 戦略提携の動機研究を強調する。ス
ピーディーな市場参入とリスクの削
減。 

Child,J. and 
Faulkner,D. (1998)25 

戦略経営 

国際合弁における親会社のコントロ
ール形態とパフォーマンスの関係 

Killing,J.P. 
(1983)26 

④④④④  組織学習 移動困難な知識。移動困難な知識の
学習に欠かせないパートナーとの密
接かつ社会的な相互作用。 

Kogut,B.(1988)27 組織論 
 

提携は、「知識移転」と「組織学習」
のプロセス 

Inkpen,A.C. 
(1977,1995,1996, 
1998) 

「見えざる資産」の獲得と創造のた
めに組織学習を重視 

Senge,P.M.(1990) 

⑤⑤⑤⑤  資源ベース 企業を「経営資源の集合体」とした
上で、競争優位の源泉を異質かつ移
転困難な経営資源に求めている。 

Faulkner,D.O. and 
Mark de Rond(2000)28 

資源ベー
ス 

企業の競争優位源泉を「内部要因」
に求める。 

Barney,J.B.(2002) 

提携パートナー間の資源の相互移転
を通じて、新しい知識や情報などを
創造することも重要な課題とみな
す。 

野中（1991） 29 

  
 出所：桑名（2003）、梶浦（2005）、陳（2005）、今野（2006）などをもとに著者作成 
 
 

V 事例研究 

1 トムソン社リーガル部門の沿革 

（１）米英の出版社の再編期 

 世界では、1987 年から 1993 年という 5～6 年の間に、出版社グループの再編がなされ

た。その再編の延長線上で、1994 年、リード・エリゼビア社（Reed Elsevier）がレクシ

ス社（LexisNexis）を、1995 年 11 月、ウォルターズ・クルワー社（Wolters Kluwer N.V）

が CCH（Commerce Clearing House）を買収した。そして 1996 年には、トムソン社

(Thomson corp.)がウエスト出版(West Publishing)を買収した30。 

 ウエスト出版は、1872 年ジョン・ウエストによりミネソタ州、セントポールにおいて設

立され、National Reporter System という、公式判例集と並び全米でもっとも権威のある
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判例書籍を発行している出版社だった。 

2 新日本法規出版の沿革 

1948 年創業の新日本法規出版は、株式会社ぎょうせい（1893 年創業）、第一法規株式会

社（1903 年創業）と共に加除式出版31大手の一つだった。 

 新日本法規出版は、電子化に積極的で、1988 年には国内初の CD-ROM 判例検索システ

ム「判例マスター」を発行し、2000 年に法律ポータルサイト「e-hoki.com」をリリースし

ていた。トムソン社との合弁設立とともに、CD-ROM およびインターネット上の法律情報

検索システムを廃止し、合弁会社の制作販売する「Westlaw Japan」を後継商品として顧

客の移行も行った。 

3 日本の法律情報市場 

 1995 年にマイクロソフト社が発売したウインドウズ 95 の登場をきっかけに、IT 化が促

進された32。日本においても法律情報提供業者の一部が、インターネットによるデータベ

ース提供の研究に取り組んだ。2001 年には新日本法規出版が、法令と判例のデータベース

「マスター・ライブラリー」を発表した。翌 2002 年には TKC が「Lex/DB Internet」に

よるインターネットサービスと「法科大学院授業支援システム」を発表した。 

 マーケットの拡大は、外部要因である司法改革を背景にしていた。 

 1999 年、内閣に司法制度改革審議会が設置され、司法制度改革が開始された。そこでは、

①裁判の迅速化のために 知的財産高等裁判所の設置、②家裁・簡裁の機能充実化による少

額訴訟制度拡大、③裁判所へのアクセスの拡充のための法テラスの設置、④裁判外紛争解

決手段（ADR）の拡充・活性化、⑤司法試験合格者数の増加のための法曹養成制度改革が

謳われ、具体的には、法科大学院制度・新司法試験の導入、司法修習制度の変更、弁護士

報酬の透明化、弁護士広告規制緩和、裁判員制度などが検討された33。 

法的な紛争を解決する仕組みの拡充を受け皿として、アメリカ合衆国型ロー・スクール

をモデルにした法科大学院が誕生した。これが、アメリカ型法情報企業であるトムソン社

やレクシス社にとって、絶好の進出機会となった。 
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4 レクシス社の沿革 

レクシス社は、トムソン社に先んじて日本市場に進出していた。1994 年には、日本事務

所を置き、1999 年 12 月には、エルゼビア・ジャパン株式会社が 100％株を所有するレク

シスネクシス・ジャパン株式会社を設立した。 

レクシス社の戦略で特徴的なのは、データベース販売を主力業務とするにもかかわらず、

2004 年 4 月に法律関連書籍出版事業を開始したことである34。 

5 トムソン社とレクシス社の日本での展開の相違 

（1） トムソン社の強みと弱み 

2004 年、トムソン社は、新日本法規出版と戦略提携を締結した。 

この時点から 2006 年の合弁会社の設立まで、新日本法規出版の持つ法令・判例を核と

したコンテンツ開発とトムソン社の技術をもってビジネスを成功させるための実現可能性

を探る調査研究と開発が行われた。プレスリリースにおいてアライアンスが明らかにされ

ているが、その内容を分類したものが、図表 8 である35。 

 トムソン社の強みは、戦略提携により暗黙知を日本のパートナー企業と共有し、学習で

きたことである。逆に弱みは、日本国内では最後発のデータベースとなったことと、親会

社が二つあることにより、意思決定が遅れるのではないかという危惧であった。しかし、

いずれも戦略提携の意思決定過程から想定の範囲内にあった。 

（2） 機会と脅威  

トムソン社と、レクシス社というアメリカ合衆国の法律情報サービス会社が、日本進出

の意思決定を行った要因は、①日本の法律出版社の電子化に向かうポテンシャル、②日本

の司法改革により創出される事業機会にあった。 

日本市場においても、「図表 5 日本の法律市場（2005 年）」に示した法律出版社の営業

収益と、「図表 6 トムソン社（2005 年）」アメリカでの法律情報の電子化の割合から、今

後の法律情報の電子化進展により、法律情報サービスのポテンシャルは高いと推定された。

さらに、法科大学院自体の顧客の創出、併せて修了生による弁護士市場の拡大、企業法務
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市場の拡大を見込んでいた。図表 7 に、この当時の SWOT 分析を示すとしよう。 

図表図表図表図表 5555    日本の法律市場日本の法律市場日本の法律市場日本の法律市場の売上高状況の売上高状況の売上高状況の売上高状況（（（（2005200520052005 年）年）年）年）     

出版社  ぎょうせい  第一法規  新日本法規出版  

営業収益  729 億円  223 億円  235 億円  

出所：官報から各社の情報を取材し、著者作成  
 

図表図表図表図表 6666    トムソントムソントムソントムソン社社社社の売上高状況の売上高状況の売上高状況の売上高状況（（（（2005200520052005 年）年）年）年）     

グループ別売上高割合  媒体別売上高割合 
 

地域別売上高割合 
リーガル・アンド・レギ
ュラトリ 40% 

 
ソフトウェアとサ
ービス 69% 

 
北米 83% 

ラーニング 26% 
 

出版 31% 
 

欧州 12% 

ファイナンシャル 22% 
    

アジア太平洋 4% 
サイエンティフィッ
ク・アンド・ヘルスケア 12% 

    
南米 1% 

出所：THE THOMSON CORPORATION ANNUAL REPORT 2005,p.7. 

 

図表図表図表図表 7777    トムソン社とレクシス社トムソン社とレクシス社トムソン社とレクシス社トムソン社とレクシス社36363636のののの SWOTSWOTSWOTSWOT 分析分析分析分析     

 トムソン社  レクシス社  

強み  ①現地企業との戦略提携で日本の法

律情報における「暗黙知」を得る

ことができた。  

②共同の調査研究で、現地企業のリ

ソースを利用することができた。  

①競合に比べ早い現地事務所設立で、先行者

メリットがある。  

②100 パーセント子会社設立のため、意思決

定が速い。  

弱み  ①合弁設立を慎重に進めたことによ

り日本国内では最後発のデータベ

ースとなった。  

②親会社が二つあることで大きな意

思決定には時間がかかる。  

①判例は１か月毎の更新、判例コメントは 6

か月前の発行分まで収録など  

②編集スタッフは独自に採用し育成  

 

機会  ①日本の司法改革により創出される事業機会  

②法科大学院自体の顧客の創出  

③弁護士市場の拡大  

④企業法務市場の拡大  

⑤インターネットの普及により、顧客へのアプローチが容易になった。  

脅威  ①最高裁の判例や、総務省の法令など無料情報の提供開始  

②競合による日本のローカル出版社の IT 化と高付加価値化  

③競合の日本のローカル出版社の買収  

出所：著者作成  
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6 日本の法律情報の独自性 

（1） 経営資源 

バーニーによると、「経営資源（firm resources）とは、すべての資産、ケイパビリティ

（能力）、コンピタンス、組織内のプロセス、企業の特性、情報、ナレッジなど、企業のコ

ントロール下にあって、企業の効率と効果を改善するような戦略を構想したり実行したり

することを可能にするもの」37である。中でも核となるべきは、知識と能力であり、それ

を支えるのが組織・財務と考えられる。 

（2） 暗黙知としての法律編集 法令コンテンツ 

 日本は、成文法主義の国であり、判例法の国であるアメリカと法制度が異なる。 

日本では、法令改正は、官報により「改正法」として公布される。それらを現行法に織

り込んで最新の内容にし、国民に周知する過程は、各法律出版社が役割を担っていた。 

 各出版社のいわゆる法令書籍は、長い間、紙の官報を基に、手作業で改正原稿を作成し、

印刷工程に回していた。この間に、法律出版社には、独自のノウハウが蓄積していた。 

 グローバル展開するトムソン社からみれば、法律コンテンツの編集という現地での言語

と技術に守られたこの編集作業は、「暗黙知」であり、容易に手に入れることのできないも

のであった。 

 法令を正確に改正し、遅滞なく顧客に提供するところに法令情報提供の価値が存在する。

これを、コンピュータにより極力自動化する場合においても、改正ノウハウとそれを運用

してきた人的リソースは、必要欠くべからざるものであった。 

（3） 暗黙知としての法律編集 判例コンテンツ 

 判例について、アメリカでは特別な場合を除き匿名化されないが、日本では個人情報保

護の観点から、最高裁判所からも判例公開時の匿名化が求められるようになっていた。 

 さらに、判例調査を容易にする要約や参照すべき条文、関連判例の追跡など付加価値情

報を調査・執筆する作業も、日本語というコンテクストの中で、実現すべきものである。

トムソン社の Westlaw 編集部門には、法曹資格を有する編集者がいるが、彼らが日本の作
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業を代替することはできないし、自動化することもできない。 

（4） 暗黙知に基づく現地適応 

 法律出版社における編集業務は、個々の出版社において継承されている「暗黙知」であ

るといえる。見方を変えれば現地環境のコンテクストであり、それが、トムソン社が、資

源依存のアプローチを選択し、合弁（JV）をもって適応化した最大の要因であろう。 

さらに、図表 8 から、合弁会社によってトムソン社が提供する知識マネジメントは、企

業の基幹システムである財務系・総務系のシステムであり、また、営業支援を目指したシ

ステムで、暗黙知を形式化するための仕組みであると言える。もちろん、これらは、「科学

的」で「数値化された」営業へと変革するために役立つツールであるとはいえ、新日本法

規出版の暗黙知に相当する⑤、⑥、⑦を形式知することはできない。なぜなら、「人」とい

う資源に依存するからである。 

図表図表図表図表 8888    本ケースにおける資産の形式知・本ケースにおける資産の形式知・本ケースにおける資産の形式知・本ケースにおける資産の形式知・暗黙知暗黙知暗黙知暗黙知     

トムソン社  形式知化への
難易度  

新日本法規出版  

①グローバル・テクノロジー・プラットフォ
ーム  

○  ①日本の法律コンテンツ  
②法令 XML データ  

②オンライン・インフラ  ○   

③オンライン情報ソリューションの開発  ○  ③実績のある販売ルート  

④サポートに関する専門知識  ○  ④顧客との強力な関係  

⑤ウエストロー（Westlaw）ブランド  ○   

 △  ⑤編集スタッフ（編集技能・ノウハウ） 

 △  ⑥日本市場に関するノウハウ  

 △  ⑦人脈  

出所：ウエストロー・ジャパン プレスリリース 2006 年 4 月 6 日より著者作成  

（5） 知識とイノベーションの組織学習  

トムソン社が、新日本法規出版との戦略提携を合弁事業へと発展させたもう一つの要因

に、XML 技術38がある。 

新日本法規出版は、書籍編集の合理化のために、法令の自動改正システムの開発を始め、

2007 年には、法令自動更新システムとデータベースの構築に成功した39。日本の法律出版

に関わる知識が土台をなしていた。 

しかも、この新日本法規出版の法令自動改正システムは、ＸＭＬを用いて作成されてい
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た40。トムソン社が、次世代のデータベース開発言語として重視したのもまた、ＸＭＬだ

った41。つまり、データベースの開発においてもシナジー効果が高いと思われるのは、新

日本法規出版だった。 

XML（eXtensible Markup Language. 1998 年に標準化された規格）とは、WEB を

作成するための HTML などと同じマークアップ言語の一種類である。HTML(Hyper Text 

Markup Language)と SGML（Standard Generalized Markup Language：1989 年に ISO

で標準化された規格）の長所を合わせ、文書やデータの意味や構造を記述できるようにし

た。金融や電子政府・電子申請、ワンソース・マルチユースに相性の良いマークアップ言

語といわれている。 

「タグ」と呼ばれる特定の文字列でテキスト文字からなる地の文に情報の意味や構造、

装飾などを埋め込むが、その際に XML は、ユーザーが独自のタグを指定できる。ここに

簡易な HTML との決定的な差異があった。XML は、複雑なデータ処理にも対応しやすい

とされる標準マークアップ言語である。 

  

VI 法律情報サービス事業の日本市場進出の意思決定要因 

1 トムソン社の折半出資の合弁会社設立 

トムソン社にとっての日本進出シナリオの４パターンを図表 9 にまとめた。 

折半出資で自社からの社長を日本に送ることは、ベストの意思決定ではなかった。なぜ

なら、合弁会社をコントロールするためにも、パートナーを上回る出資により支配権を持

つべきであった。トムソン社の日本進出において、ベストなシナリオは、下記のシナリオ

２もしくは３である。 

 トムソン社は、市場調査から 2004 年の新日本法規出版との戦略提携を締結した時期ま

たはそれ以前に、日本の出版社の買収も有力な選択肢として持ち、その対象は大手法律出

版社であったと考えられる。なぜなら、トムソン社は、イギリスでスウィート・アンド・

マクセル社（Sweet & Maxwell）を、アメリカでウエスト社を買収していたからだ。これ
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は、判例・法令という一次情報に加え、加除式出版物をはじめとして二次情報を電子化す

ることで強力なデファクト標準になるようなデータベースの提供があるべき姿だというこ

とを示唆している。 

図表図表図表図表 9999    日本進出のシナリオ日本進出のシナリオ日本進出のシナリオ日本進出のシナリオ     

シナリオ１  独自の子会社を設立する。  
シナリオ２  日本の出版社を買収し、M&A により日本の足場を得る。  
シナリオ３  合弁設立に際して、51%以上の出資比率でパートナーを上回る。  
シナリオ４  合弁設立に際して、50%対 50%の出資比率で設立する。  

出所：著者作成 

 

2  戦略提携からJoint Venture設立へ 

 戦略提携が、2004 年の契約型を経てより強固な出資型であり、組織型の戦略提携である

合弁事業に進んだ際に、トムソン社としてシナリオ４で合意したのは、①「資源ベースア

プローチ」と「組織学習アプローチ」において、「人」にかかわる暗黙知の要素が形式知よ

り強固であると判断したこと（図表 10 を参照）、②新日本法規出版の持つ XML 化された

データを上流工程から情報パイプラインを構築することで、後工程であるトムソン社のテ

クノロジーにおける開発が容易になること、③既存製品のユーザーの移行、および投資が

折半であるという「取引コスト」におけるメリット（別の見方をすれば、競合他社と戦う

時間は倍になる）が出現したことによる意思決定だと考えられる。 

出所：著者作成 

 

暗黙知 

図表図表図表図表 10101010    価値連鎖価値連鎖価値連鎖価値連鎖
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VII 結びに変えて―戦略提携にみる製造業とサービス業― 

 

1 事例の概観 

戦略の変化の特徴を把握するために、本ケースを整理した（図表 11 を参照）。     

インターネットの普及が加速する 1995 年前後に、欧米の出版社の再編がなされた。再

編を画期として競争力の強化とアメリカ国内の市場支配の確立を実現、それら情報企業を

さらにグローバル化させることとなった。この時期、日本では司法改革が推進され、外資

系 3 社が日本のデータベース市場に参入した。最後発のトムソン社は、CCH との第一法

規の合弁開始と行方、レクシスの単独直接投資をみて、2004 年に新日本法規出版との戦略

提携、2006 年合弁設立（出資比率 50%対 50％）42と日本の法律情報市場へ進出した。2007

年には、日本法の総合オンラインデータベース「Westlaw Japan」をリリースした。 

 

2 事例からのファインディングス 

製造業においてもサービス業においても、戦略提携では、戦略的行動および戦略的経営

を通じて競争優位を築き、その際に取引コストが想定されるという共通点がある。 

一方、相違点は、情報サービス産業における国際戦略提携の場合は、製造業と比較して、

資源依存と組織学習の重要性が高くなる。なぜなら、現地情報のサービスの場合、競争優

位形成のための条件は、現地環境のコンテクストにあるからである。つまり商材が製造物

と異なり現地の情報であるため、編集・制作過程において暗黙知から形式知化することの

難度が高くなる。この場合、グローバル化を推進する本国からみて、進出先の資源の有効

活用こそが、質の高いコンテンツ確保による競争優位の要因となる。 

また、戦略提携へ両者関係を進める意思決定が 2004 年であったというタイミングの問

題については、競合との競争環境と日本の司法改革のスケジュールからこの時期であった

と推察できる。 
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3 知識移転・暗黙知に関する仮説 

本ケースを検討した結果、製造業とサービス業の知識移転、暗黙知について次の仮説を

提示する。 

仮説：仮説：仮説：仮説：製造業とサービス業のうち情報産業との差異は、生産プロセス内にある暗黙知の

存在であり、情報サービス企業のグローバル化戦略に影響を与える。その暗黙知は、知識

移転においても模倣困難性が高く、それらの背景に、コンテンツの言語・文化・法体系の

違いが存在する。 

 

4 今後の研究課題 

 専門情報サービス事業は、その主たる利用者であるプロフェッショナル・サービス・フ

ァームのグローバル化研究43と同様に先行研究が皆無に等しい。その意味で、その事例研

究を積み重ねることで、本稿の仮説を検討・論証し、新たな考察を構築することを今後の

研究課題としたい。 

 

図表図表図表図表 11111111    トムソン社の戦略提携に関するトムソン社の戦略提携に関するトムソン社の戦略提携に関するトムソン社の戦略提携に関する年表年表年表年表     

トムソン社 ﾘｰﾄﾞ･ｴﾘｾﾞﾋﾞｱ 海外の競合 新 日 本 法 規 出
版 

日本の競合 日 本 の 司 法
改革 

ウエスト出版  
1872 年  
ジョン・ウエス
トがウエスト出
版設立  
 
1873 年  
判例集「The 
Syllabi」を創刊  
 
1908 年、Key 
Number 
System 開発  

    
 
 
 
 
 
 
1893 年  
株式会社ぎょう
せい創業  
 
1903 年  
第一法規株式会
社創業  

 

   1948 年  
新日本法規出
版創業  

  

1975 年  
Westlaw 開始  
1987 年  
トムソン社は、
英国 Sweet & 
Maxwell を買
収  

1973 年  
Lexis 商業化  

  1984 年  
TKC と第一法
規がＶＡＮ（付
加価値通信網）
事業で税法分野
での情報提供で
提携  
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トムソン社 ﾘｰﾄﾞ･ｴﾘｾﾞﾋﾞｱ 海外の競合 新 日 本 法 規 出
版 

日本の競合 日 本 の 司 法
改革 

トムソン社 
1990 年代後半
から 2000 年代
前半にかけて、
60 を超える子
会社と約 130 の
新聞を売却し、
60 億ドルの資
金を調達  

  1988 年  
国内初の
CD-ROM 判例
検索システム
「判例マスタ
ー」を発行  

1988 年  
日本法律情報セ
ンターから
CD-ROM「リー
ガルベース」発
売  

1990 年  
司法改革宣
言  
1991 年  
第 2 次司法改
革宣言  

1996 年  
トムソン社は、
ウエスト出版を
買収  

1994 年  
レクシスネク
シスは、日本
事務所を設立  

1995 年  
ウォルター
ズ・クルワー
が CCH を買
収  

  1994 年  
アメリカ合
衆国「第１回
年次改革要
望書」  

1997 年末  
日本法人トムソ
ン・コーポレー
ション株式会社
を設立  

 
 
 
 
 
1999 年 12 月  
レクシスネク
シス・ジャパ
ン株式会社を
設立。エルゼ
ビア・ジャパ
ン（株）が同
社株式を 100
パーセント  

   1997 年  
自民党「司法
改革制度の
基本的方針」 
 
1998 年  
経団連「司法
改革につい
ての意見」  
 
1999 年 7 月  
内閣に司法
制度改革審
議会設置  

  2000 年 9 月  
ウォルター
ズ・クルワー
系の CCH は、
第一法規と合
弁会社である
（株）CCH 第
一法規情報サ
ービスを設立  
CCH60% 
第一法規 40% 

2000 年 10 月  
法律ポータル
サイト
e-hoki.com 開
始。  
 
2001 年 4 月  
判例・法令総合
データベース
MASTER Li-
brary 開始  

 
 
 
2001 年 5 月  
CCH 第一法規  
「ララロー
(lalalaw.com)」
を開始  
2002 年秋、第一
法規がサービス
を承継  

2001 年 11 月   
司法制度改
革推進法が
成立  
 
2001 年 12 月  
内閣に司法
制度改革推
進本部を設
置  

    2002 年  
TKC が「法科大
学院授業支援シ
ステム」を発表  

2002 年 3 月  
司法制度改
革推進計画
が閣議決定  

2004 年 4 月  
トムソン社は、
新日本法規出版
と「法律総合デ
ータベース事
業」構築のため、
戦略提携  
 

2004 年 4 月  
レクシスネク
シス・ジャパ
ン  
日本国内で法
律関連書籍出
版事業を開始  

 2004 年 4 月  
トムソン社は、
新日本法規出
版と「法律総合
データベース
事業」構築のた
め、戦略提携  

 2004 年 4 月  
法科大学院
開校  
 
2004 年 11 月  
司法制度改
革推進本部
解散  

2005 年  
トムソン社リー
ガル部門は、
3,491 百万ドル
の収益でトムソ
ン社の 40 パー
セント  

2005 年 4 月  
日本法総合オ
ンラインデー
タベースのサ
ービスを開始  
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トムソン社 ﾘｰﾄﾞ･ｴﾘｾﾞﾋﾞｱ 海外の競合 新 日 本 法 規 出
版 

日本の競合 日 本 の 司 法
改革 

2006 年 4 月  
新日本法規出版
との合弁会社ウ
エストロー・ジ
ャパン設立  
 
2006 年 12 月  
ウエストロー・
ジャパンの日本
法製品は、2007
年 4 月からのサ
ービス開始を発
表  

  2006 年 3 月  
新日本法規出
版との合弁会
社ウエストロ
ー・ジャパン設
立  

2006 年  
TKC 法科大学
院 74 校中 72 校
で採用  

2006 年 5 月  
第 1 回新司法
試験実施  
 
2006 年 4 月  
法テラス開
設（10 月業務
開始）  

出所：著者作成  
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